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研究成果の概要： 
 近年地震やハリケーン等の自然災害やテロ等の発生時においても一定の水準での事業を継続

し企業の競争力を確保するための事業継続計画を策定する企業が増加している。既に国際的な 
企業がサプライチェインを世界レベルで構築する中で、国際物流を支える国際港湾におい
ても物流サービスの途絶の防止ないしはその影響の緩和策が求められている。本研究では、
大規模地震発生時の企業サプライチェインへの影響の定量的評価、過去の大規模地震発生
時の国際物流に関連する荷主が直面した問題点、同じく大規模地震発生時の国際港湾の対
応に関するケーススタディを実施した。これらによる分析から、国際港湾の事業継続マネ
ジメントの必要性を定量的に確認するとともに、被災を受ける港湾、代替輸送を提供する
港湾、ならびにそれらの調整を行う主体に分け、非常事態発生後の時系列的な観点からこ
れらの主体が取るべき対応について提案を行った。 
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１．研究開始当初の背景 
 2001 年 9 月の米国での同時多発テロや、
その後の米国でのハリケーンカトリーナ等
を契機として、世界的に企業は非常事態発生
時の事業継続のためのマネジメント手法（事
業継続計画）の導入を進めた。製造業をはじ
めとして世界的な分業体制が既に確立され
サプライチェインが構築される中で、その一
部の途絶が世界的なサプライチェインに及
ぼす影響が懸念され、英国では事業継続計画
に関する国際規格（BS25999）が発行された。 
２．研究の目的 
 このような中で、国際輸送の拠点である港
湾における輸送サービスの途絶はサプライ
チェインに大きく影響することが懸念され、
その影響を定量的に評価すること、ならびに 
国際港湾において非常事態の発生時におい

ても一定の輸送サービスを提供するための
港湾のマネジメント手法について検討する
ことを本研究の目的とした。 
３．研究の方法 
 本研究における手法は以下の通りである。 
・阪神・淡路大震災についてのケーススタデ

ィを実施し、地震が荷主企業に与えた影響
や、港湾等の輸送関連主体が取った対応策
とその課題について分析した。またコンテ
ナ物流の流動変化について統計データを
用いて分析した。 

・筆者らが構築した自動車企業のサプライチ
ェインに関するモデルにより、我が国港湾
が停止した場合の影響を定量的に評価し
た。 

・荷主企業にアンケート調査を行い、最近の
事業継続計画に関する取り組み状況を把



握した。 

・大規模地震発生時の国際輸送に関する需要

量と供給量のギャップを評価する手法を提

案した。 

４．研究成果 
①２００７年度 

研究の初年度として、過去の非常事態の発

生事例の国際物流の視点からの分析、ならび

に国際物流サービスのユーザーである荷主の

視点から非常事態発生時の対応やニーズにつ

いて分析を行った。 

過去の事例については阪神淡路大震災なら

びに北米における港湾ストライキにおける国

際物流の途絶事例に関し、国際物流に関係す

る主体（荷主、キャリア、インフラ運営主体

）の対応について分析し、問題点や課題を明

らかにした。 

また筆者らが過去に構築したサプライチェ 

インに関するモデル（世界的な自動車メーカ 

ーのサプライチェインを対象とした時系列モ 

デル）を用いて、国際物流サービスの途絶が 

荷主の国際輸送コストに与える影響について 

定量的に分析した。その結果、例えば7日間 

日本の港湾が停止した場合、荷主が生産規模 

を維持するために航空輸送を利用することで 

負担する国際輸送コストは通常時の約3倍に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加することが明らかとなった（図１）。 

さらに、荷主企業に対してアンケート調査

を行い、事業継続計画の策定状況、事業継続

へのロジスティクスにおける対応（在庫水準

の積み増し、非常時の代替輸送経路の確保、

代替物流拠点の確保等を実施している企業の

割合等：図２）の実態を把握した。 

以上の分析を踏まえて、荷主側の非常事態

発生時の輸送ニーズについて、時系列的に分

析する手法を提案した。具体的には、荷主の

平均的な在庫水準から荷主が顧客への納品を

停止してよい期間を仮定し、この期間から被

災時に荷主が国際輸送需要を復旧させる日数

を算定した。この手法により大規模地震をケ

ーススタディとして、地震発生後にどの程度

の国際物流需要が発生するか時系列的な試算

を行った。 

②２００８年度 

港湾物流のサービス供給者側に着目し、供 

給者である港湾コミュニティが取るべきマネ

ジメントの方向性について具体的な提言を行

うことを目的として研究を実施した。 

 第一に、阪神・淡路大震災における港湾物 

流サービスの実態について、統計分析を実施 

し、被災した神戸港の復旧状況、神戸港の貨 

物シフトを受け入れた他の主要港における貨 
図１：輸送途絶によるコストの増加率 

物量の増加率等について、発生後の時系列的 
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な観点から分析を行った。 

 第二に、阪神・淡路大震災において神戸港 

のサービス復旧が長期化した原因（ボトルネ 

ック）について考察した。また神戸港以外の 

他の主要港における対応について考察し、貨 

物量の急増に対応することができた要因につ 

いて明らかにした。 

 第三に、大規模地震が発生した場合には港 

湾における輸送能力の低下が想定されるが、 

これによる需要量と供給量のギャップを評価 

する手法を提案し、いくつかの仮定の下で定 

量的な試算を行った。 

 以上の検討・考察を元にしながら、今後の 

港湾サービスの事業継続マネジメントの方向 

性について被災を受ける港湾、ならびにその 

港湾の貨物シフトを受け入れる港湾に分け、 

それぞれのリスクマネジメント手法について 

具体的な提案を行うとともに、広域的な視点 

での港湾間の連携により、我が国全体で非常 

事態の発生時に国際輸送サービスを維持でき 

るよう調整を行う主体の必要性を提案した。 

 
５．主な発表論文等 
〔雑誌論文〕（計 2 件） 
安部智久, 事業継続に対応した国際港湾のﾘｽ
ｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ方策に関する一考察、海運経済研究, 

1.5

2

5

3

3.5

4

停止無し 3日停止 5日停止 7日停止 10日停止

2.

輸送コスト（海上＋航空）

図２：荷主企業の対応状況（企業割合） 
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